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長崎市税条例等の一部を改正する条例について

1 改正.の概要

m 令和2年度税制改正に伴うもの

地方税法の一部が改正されたことに伴い、次のアからキまでにつ.いて、長崎市税条

例等を改正する。

ア個人住民税における未婚のひとり親に対する税制上の措置及び

寡婦(夫)控除の見直し

イ個人住民税の人的非課税措置の見直し

ウ個人住民税における肉用牛の売却による事業所得の課税の特例措置の延長

工国税における連結納税制度の見直しに伴う法人市民税の対応

オ軽量な葉巻たばこの課税方式の見直し

力固定資産税における使用者を所有者とみなす制度の拡大

キ地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)に係る

固定資産税の課税標準の特例措置

②新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に伴うもの

地方税法等の一部が改正され、新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のた

めの措置が納税者等に及ぼす影響の緩和を図るための特例措置が講じられたことに伴

い、次のアから工までについて、長崎市税条例及び長崎市都市計画税条例を改正する。

アイベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への

寄附金控除の適用に係る個人住民税における対応

イ住宅口ーン控除の適用要件の弾力化に係る個人住民税における対応

ウ軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長

工生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充

・ 1 ・



2 改正の内容

①令和2年度税制改正に伴うもの

ア個人住民税における未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦{刻控除の見直し

(市税条例第23条の3)

(ア)改正内容

婚姻歴や性別にかかわらず、生計をーにする子億舒笊昇金額等が48万円以下)を有

する単身者について、同一の「ひと,り親控除」(控除額30万円)を適用する。

上記以外の寡婦については、引き続き寡婦控除として、控除額26万円を適用するこ
ととし、子以外の扶養親族を持つ寡婦についても、男性の寡夫と同様の所得制限炉笊昇

500万円(年収678万円)以下)を設ける。

〔個人住民税における所得控除の額(万円)〕

1^_____!!______
配偶関係

本人所得

死別

~500

万円

有

子

子

以外

500

万円~

30

無

離別

26

~500

万円

26

26

配偶関係

26

500

万円~

30

配偶関係

本人所得

26

26

本人所得

26

死別

~500

万円

有

【改正案】

子

死別

子

以外

500

万円~

~500

万円

有

26

子

無

離別

子

以外

(イ)施行日

500

万円~

~500

万円

無

敲別

~500

万円

500

26

考1

26

配偶関係

500

万円~

30

未婚の

ひとり親

~500

万円

令和3年1月1日.(令和 3年度課税より適用)

本人所得

26

死別

30

~500

万円

30

有

子

子

以外

500

万円~

無

雛別

~500

万円

30

500

万円~

未婚の

ひとり親

、 2 、

~500

万円

30
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扶
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族
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イ個人住民税の人的非課税措置の見直し(市税条例第14条)

(ア)改正内容

現行(令和元年度改正後)の寡婦、寡夫、単身児童扶養者(児童扶養手当を受給して
いる18歳以下の児童の父又は母)に対する個人住民税の人的非課税措置を見直し、ひ
とり親及び寡婦(ひとり親を除く)を対象とする。

また、ひとり親及び寡婦(ひとり親を除く)について、住民票の続柄に「夫(未届)」
「妻(未届)」の記載があるものは対象外とする。

【改正前】

0生活保護法の規定に

よる生活扶助を受け

ている者

0障害者、未成年者、寡

婦または寡夫

【未施行舵行日:令和3年1月1日1】
(令和元年6月議会条例改正済)

※前年の合計所得金額か

125 万円を超える場合

を除く

0生活保護法の規定に

よる生活扶助を受け

ている者

0障害者、未成年者、寡

婦、寡夫、単身児童扶,
者(児童扶手当を受

△している 18 歳以下の

担童の^

※前年の合計所得金額か

135 万円を超える場合を

除く

0生活保護法の規定に

よる生活扶助を受け

ている者

0障害者、未成年者、

登七^
(ひとり親を除く)

【改正案】

,

(イ)施行日 令和 3年1月1日(令和3年度課税より適用)

※ひとり親及び

り親を除く)のうち

民亜の

届」「妻(未届)」の記載

がある者は対象外とす

る。

※前年の合計所得金額が

135 万円を超える場合を

除く

柄に「夫(未

(ひと

、 3 、

主



ウ 個人住民税における肉用牛の売却による事櫛斤得の課税の特例措置の延長
(市税条例附則第6条の4)

(ア)改正内容

個人住民税における肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例の適用期限
を、令和3年度までから令和6年度までに3年延長する。

(イ)施行日条例の公布の日(令和4年度課税より適用)

【参考】

1 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例の概要

川肉用牛経営の安定と国産牛肉の安定的な供給に寄与するため、農業を営む個人が飼育
した肉用牛を所定の家畜市場等において売却した場合に、 1頭当りの売却価額が100万

円(交雑種80万円、乳用種50万円)未満の肉用牛であって、その年間売却頭数が1,500

頭以内であるときーその売却により生じた事業所得に対する市民税を免除する。

②所得税は昭和42年度から、市民税は昭和"年度から時限措置として創設され、昭和

56年度税制改正において免税基準価額を導入後、継続している。

2 市内の肉用牛飼養農家戸数等(平成31年4月1日現在:長崎市農林振興課調べ)

飼養農家戸数

工国税における連結納税制度の見直しに伴う法人市民税の対応姉税条g蝉21条、第?9剣

(ア)改正内容

国税である法人税申告が、企業グループをーつの納税単位とする「連結納税制度」か
ら、各法人を納税単位とする「グループ通算制度」へ移行することに伴い、法人市民税
において引き続き、企業グループ内の法人の損益通算の影響が及ぱないようにする等の
措置を講じる。

(イ)施行日令和4年4月1日(令和4年4月1日以後に開始する事業年度から適用)

21 戸

飼養頭数

3,509 頭

※飼養農家戸数、飼養頭数は平成31年4月1日現在
※出荷頭数は平成30年度実績

一戸あたり

飼養頭数

【参考】

法人税の

主な項目

167.1 頭

申告方法

出荷頭数

修正・更正の

取扱い

一体申告方式

2,四3 頭

グループ内の1法人で修正・更正が

生じた場合、グループ内の他の法人

の所得金額及び法人税額の計算に

反映させる仕組み

連結納税制度

個別申告方式

グル【プ内の1法人で修正・更正が

生じた場合でも、原則として、損益

通算できる損失等の額を当初申告

額に固定することにより、グループ

内の他の法人の所得金額及び法人

税額の計算に反映させない(遮断す

る)仕組み

グループ通算制度

・ 4 ・



オ軽量な葉巻たばこの課税方式の見直し(市税条例第64条)

(ア)改正内容

軽量な葉巻たばこ(1本当たりの重量が1尽未満の葉巻たばこ)の課税方式につ
いて、重量比例課税方式から本数課税方式へ見直し、葉巻たは'こ1本を紙巻たばこ
1本に換算する。ただし令和2年10月から令和 3年9月までの 1年間は「0'7尽未
満の葉巻たばこ」を「0.7本の紙巻たばこ」.とみなす。

区分

課税方式

紙巻たばこ

現1〒

Ig末満

本数課税

改正案

Ig以上

重量

比例課税

,
本数課税

(イ)施行日

本数課税

力固定資産税における使用者を所有者とみなす制度の拡大(市税条例第32条)

(ア)改正内容

所有者不明土地等に係る固定資産税については、これまで震災等の場合にのみ使
用者に課税することができるとされていたが、震災以外の場合でも使用者を所有者
とみなして課税できるよう地方税法が改正されたことに伴い、その旨を定めるもの。

f
重量

比例課税

量低税^

1忘末満の葉巻たばこに

本數課税を適用

令和 2年10月1日(令和 2年度課税より適用)

0.フ
倉

・・・・・・・・・与,

震災等の事由によって所有者が不明の

場合

ーーーーーーー^ー

ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

ノ

^恨2,10~R3.g}

最低税率を紙巻たばこの

税負担の7割の水準

現 1〒

理行

1宮末満の葉巻たばこにもー

律に重量比例課税が適用

(イ)要件

a 住民基本台帳、戸籍簿等の公簿上の調査、使用者と思われる者やその他関係
者への質問等、調査が尽くされていること

b 使用者に対し、固定資産課税台帳に登録する旨を、事前に通知すること

(ウ)施行日条例の公布の日(令和3年度課税より適用)

0.フ 葉巻たぱこの重量(グラム)

震災等の事由によって所有者が不明の

場合

調査を尽くしてもなお所有者が 1 人も

明らかとならない場合

改正案

・ 5 ・
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キ地域決定型地方税制特例措置(わがまち特例)1こ係る固定資産税の課税標準の特例措置
(市税条例附則第8条の2)

「わがまち特例」の取得期間が延長されたことに伴い、国が定める範囲内で、市町

村が条例により特例割合を定める必要があることから、次のとおり定めるもの。

(ア)公共の公害防止用設備に係る課税標準の特例措置(延長)

a 汚水又は廃液の処理施設

対象施設

現行(平成30年度改正)

水質汚濁防止法に規定する工

場等が設置した汚水又は廃液

の処理施設(沈殿装置、油水分

離装置など)

特例割合

の範囲

長崎市の

特例割合

V3 以上 2/3 以下

※参酌基準V2

取得期間

V3 (税額を V3 とする)

適用期間

改正案(令和2年度改正)

※固定資産税の税額=課税標準額X特例割合(ν3)X税率(1.4%)

平成30年4月1日から

令和 2年3月31日まで

対象施設から脱有機酸装置及び

脱フエノール装置を除外

酔寺例割合の決定理由】

長崎市第二次環境基本計画に掲げる水質汚濁に係る環境基準(BOD,COD)の目標

値を達成するため、引き続き、特定事業場から排出される汚水等の処理施設の整備

を促進する必要があることから、軽減割合が最も高い3分の1を適用する。

期限なし

変更なし

令和 2年4月1日から

令和 4年3月31日まで

変更なし

変更なし

・ 6 ・



b 下水道除害施設

対象施設

現行(平成30年度改正)

下水道法に規定する、下水道施

設の機能を妨げたり損傷するお

それのある下水を排水する者が

設置する除害施設(沈殿装置、油

水分離装置など)

特例割合

の範囲

長崎市の

特例割合

2/3 以上 5/6以下

※参酌基準3/4

取得期間

改正案(令和2年度改正)

5/6 (税額を 5/6 とする)

適用期間

対象施設から濃縮又は燃焼装

置、蒸発洗浄又は冷却装置、脱有

機酸装置、・脱フェノール装置及

び脱アンモニア装置を除外

平成30年4月1日から

令和 2年3月31日まで

※固定資産税の税額=課税標準額X特例割合(5/6) X税率(1.4%)

【特例割合の決定理由】

下水道除害施設については、長崎市下水道条例で設置が義務付けられており、

既に除害施設の普及が図られていることから、引き続き、軽減割合が最も低い
6分の 5 を適用する。

期限なし

変更なし

令和2年4月1日から

令和4年3月31日まで

変更なし

変更なし

・フ・



(イ)再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例措置(延長)

対象施設
太陽光、風力、水力、地熱及び

バイオマスに係る発電設備

現行(平成30年度改正)

●太陽光発電設備

1, oookw

未満

出力

1, oookw

以上

●風力発電設備

1/2 以上 5/6以下

(参酌 2/3)

割合の範囲

20kw

未満

特例割合の

範囲及び

長崎市の

特例割合

フ/12 以上 11/12 以下

(参酌 3/4)

出力

20kw

以上

改正案(令和2年度改正)

●水力発電三

市割合

フ/12 以上 IV12 以下
(参酌 3/4)

割合の範囲

V2

5, oookw

未満

出力

V2以上5/6以下

イ参酌 2/3)

出力

フ/12

変更なし

5, oookw

以上

備

●地熱発電設備

市割合

ν3以上 2/3以下

(参酌ν2)

割合の範囲

割合の範囲

フ/12

1, oookw

未満

出力

ν2以上 5/6以下

(参酌 2/3)

変更なし

出力

1, oookw

以上

V2

●バイオマ

市割合

ν2以上 5/6以下
(参酌 2/3)

市割合

割合の範囲

割合の範囲

ν3

V3以上 2/3 以下
(参酌 V2)

出力

1 万 kw

満

取得期間

変更なし

出力

発電設備

V2

1 万 kW以上

2 万 kW未満

適用期間

5, oookw

以上

市割合

※固定資産税の税額=課税標準額X特例割合X税率(1.4%)

平成30年4月1,日から

令和 2年3月31日まで

割合の範囲

ν3以上 2/3以下

(参酌 V2)

市割合

割合の範囲

V2

【特例割合の決定理由】

長崎市地球温暖化対策実行計画重点アクションプログラムに、再生可能エネルギー

の利用促進が掲げられており、2030年度の温室効果ガスの削減目標を 2007年度比

43%としていることから、引き続き、施設整備の促進を図るため、各対象施設におい

て最も高い軽減割合を適用する。

変更なし

V2以上 5/6以下

(参酌 2/3)

フ/12 以上 11/12 以下

出力

1/3

」餐酌3Z金_

市割合

市割合

3か年度分

割合の範囲

V3

変更なし

出力

ν2

フ/12

市割合

割合の範囲

令和 2年4月

令和4年3月

変更なし

1日から

31日まで

市割合

変更なし

、 8 ・



(ウ)浸水防止用設備に係る課税標準の特例措置(廃止)

対象施設

現行.(平成29年度改正)

水防法に規定する洪水、雨水出

水又は高潮浸水想定区域内の地

下街等の所有者等が作成する避

難確保又は浸水防止計画に基づ

き取得する浸水防止用設備(防

水板、防水扉など)

特例割合

の範囲

長崎市の

特例割合

取得期間

V2 以上 5/6以下

※参酌基準2/3

5/6 (税額を 5/6 とする)

適用期間

改正案(令和2年度改正)

平成29年4月1日から

令和 2年3月31日まで

【特例割合の廃止理由】

洪水浸水想定区域については、現在指定されている中島川のほか浦上川を指定

するよう県が見直しを行っており、雨水出水及び高潮浸水想定区域の指定につぃて

は未定であることから、現時点においては対象となる地下街等の施設が特定されて
いないため、特例措置を廃止する。

ただし、今後対象施設を特定できる状況になった場合は、速やかに特例割合を検
討したうえで条例を改正する。

(エ)施行日 条例の公布の日

5か年度分

廃止

・ 9 ・



②新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に伴うもの

アイベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への寄附金

控除の適用に係る個人住民税における対応

(市税条例附則第20条を新設、市税条例第23条の8関係)

(ア)改正内容

中止等された文化芸術・スボーツイベントについて、チケットの払戻しを受け

ない(放棄する)ことを選択された場合、その金額分を「寄附」とみなし、所得税
において寄附金控除の対象となるもののうち、住民の福祉の増進に寄与するものと

して条例で定めるものについて、個人住民税の税額控除の対象とする。

(イ)施行日令和3年1月1日(令和3年度課税より適用)

【参考(優遇内容のイメージ)】

10,000円のチケットの払戻しを受けない場合→>最大4,000円の減税

《所得税》(10イ000円一2,000円)×40%=3,200円

《個人住民税》(10,000円一2,000円)×10%(県民税4%・市民税 6%)
800円(県民税 320円・市民税480円)

イ 住宅口ーン控除の適用要件の弾力化に係る個人住民税における対応
(市税条例附則第21条を新設、市税条例附則第6条の3関係)

(ア)改正内容

所得税において新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた住宅口ーン控除の

適用要件を弾力化(※)する措置が講じられたことに伴い、当該措置対象者の住宅

ローン控除可能額のうち所得税から控除しきれなかった額を控除限度額の範囲内
で個人住民税から控除する。【減収分は全額国費.(地方特例交付金)で補填】

(イ)施行日令和 3年1月1日(令和 3年度課税より適用)

【参考】

①

※所得税における住宅口ーン控除の適用要件の弾力化について

新築住宅の場合・・住宅に令和2年12月末までに入居できなかった場合でも、

②

ウ軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長(市税条例附則第13条の2)

(ア)改正内容

軽自動車(乗用自家用)を取得した場合、軽自動車税環境性能割の税率を.1%

分軽減する特例措置について、その適用期限を 6月延長し、令和3年3月31日ま

でに取得したものを対象とする。(減収分は全額国費で補填)

(イ)施行日条例の公布の日(令和2年度課税より適用)

【参考】《適用期限》令和 2年9月30日→>令和 3年3月31日

中古住宅の場合・・住宅取得の日から入居までに 6 力月超の期間が経過した

場合でも、増改築等,,、7後6か月以内に入居すること等。

令和3年12月末までに入すること等。

税率

非課税

1%

2%

臨時的軽減

非課税

非課税

.10 ・

1%



工生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充姉税条例附則第8条の2)

(ア)改正内容

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、新規に設備投資を行う中小

事業者を支援する観点から「わがまち特例」の適用対象が拡充されたことに伴

い、国が定める範囲内で、市町村が条例により特例割合を定める必要があること
から'次のとおり定めるもの。

対象設備

特例割合

の範囲

現行(平成30年度改正)

生産性向上特別措置法に基づく

先端設備等(機械及び装置など)

長崎市の

特例割合

取得期間

ゼロ

ゼロ(税額をゼロとする)

以上

適用期間

平成30年6月6日から

令和 3年3月31日まで

V2 以下

減収補填

先端設備等の対象に事業用塞屋及

改正案(令和2年度改正)

び構築

【特例割合の決定理由】

新型コロナウイルス感染症の影響により中小事業者等の経営環境は非常に厳し

い状況であるなかにおいても、新規に設備投資を行う中小事業者等は、影響終息
後の回復を目指す長崎市の経済にとって重要な牽引企業のーつであることから、

中小事業者等の先端設備等の設置を促し、生産性向上への取組みを税制面から支
援するために、特例割合については最大限のゼロとする。

(イ)施行日条例の公布の日(令和3年度課税より適用)

を追加

普通交付税 75%

3か年度分

(以下「拡充分」という)

同左

ただしイ拡充分については

令和 2年4月30.日から

令和3年3月31日まで

変更なし

変更なし

同左

ただし、拡充分については

新型コロナウイルス感染症対策地

方税減収補填特別交付金 100%

変更なし

・ 11 、



③市税条例の改正を必要としない地方税法改正

ア中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい経営環境に直面している中小事業

者等に対しイ償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の

軽減措置を講ずる。

対象者

対象施設

資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人

資本又は出資を有しない法人は常時使用する従業員が1,000人以下の法人

常時使用する従業員が1,000人以下の個人

償却資産及び事業用家屋

軽減措置

取得期間

内容

売上高※

30%以上 50%未満減・少

適用期間

50%以上減少

令和3年1月1'日に所有している対象施設

※令和2年2月から10月の間の連続する任意の3か月の売上高

減収補填

令和3年度課税分に限定

【軽減措置の流れ】

新型ニロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金.100%

V2 (税額を V2 とする)

中小事業者等

軽減割合

-U御

10/10 (税額をゼロとする)

③申告
(R3.1.31 まで)

認定経営革新等

支援機関※

※国が認定した、税務、財務等の専門知識を有し実務経験を持つ税理士、公認会計士や

商工会、商工会議所等

(R3年度課税分に限定)

会計帳簿等で売上減少割合や特例対象家屋の

1居住用・事業用割合などを確認 1

④軽減

・ 12 ・

長崎市
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3 長崎市税条例等新旧対照表

長崎市税条例第1条による改正

(個人の市民税の非課税の範囲)

第14条次の各号のいずれかに該当する者に対して

は、市民税(第2号に該当する者にあつては、第

31条の規定により課する所得割(以下「分離課税

に係る所得害lh という。)を除く。)を課さな

い。ただし、法の施行地に住所を有しない者につ

いては、この限りでない。

Ⅱ)生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定に

よる生活扶助を受けている者

(2)障害者、未成年者、寡婦又は塞去^に

れらの者の前年の合計所得金額が125万円を超

える場合を除く。)

2 略

現1子

(個人の市民税の非課税の範囲)

第14条次の各号のいずれかに該当する者に対して

は、市民税(第2号に該当する者にあづては、第

31条の規定により課する所得割(以下「分離課税

に係る所得割」という。)を除く。)を課さな

い。ただし、法の施行地に住所を有しない者につ

いては、この限りでない。

{1}生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定に

よる生活扶助を受けている者

②障害者、未成年者、寡婦又はひとり親(こ

(所得控除)

第23条の3 所得割の納税義務者が法第314条の2

第1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場

合には、同条第1項及び第3項から第Ⅱ垣まで

の規定により雑損控除額、医療費控除額、社会

保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者

改正後(案)

控除額、

生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又

は扶養控除額を、所得割の納税義務者について

は、同条第2項、第!墾及び第12垣の規定によ

り基礎控除額を、それぞれその者の前年の所得

について算定した総所得金額、退職所得金額又

は山林所得金額から控除する。

れらの者の前年の合計所得金額が125万円を超

える場合を除く。)

2 略

婦(夫)控除額

炉斯尋控除)

第23条の3 所得割の納税義務者が法第314条の2

第1項各号のいずれかに掲げる者に該当する場

合には、同条第1項及び第3項から第1!項まで

の規定により雑損控除額、医療費控除額、社会

保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、

生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者

(市民税の申告)

第25条の2 第13条第 1項第1号に掲げる者は、 3

月15日までに省令第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定によ

り給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提

、 勤労学 控除額、

生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又

は扶養控除額を、所得割の納税義務者について

は、同条第2項、第金須及び第1甑の規定によ

り基礎控除額を、それぞれその者の前年の所得

について算定した総所得金額、退職所得金額又

は山林所得金額から控除する。

'控除額、ひとり親控除額、勤労学

(市民税の申告)

第25条の2 第13条第1項第1号に掲げる者は、 3

月15日までに省令第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定によ

り給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提

13 ・



出する義務がある者から1月1日現在において給

与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中

において給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかつた者(公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額(政令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命

保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除

額、配偶者特別控除額炉市昇税法第2条第1項第

33号の4に規定する源泉控除対象配偶者に係るも

のを除く。)若しくは法第314条の2第5項に規

14 ・

定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損

控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条

第8項に規定する純損失の金額の控除、同条第9

項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除

若しくは第23条の8の規定により控除すべき金額

(以下この条において「寄附金税額控除額」とい

う。)の控除を受けようとするものを除く。以下

この条において「給与所得等以外の所得を有しな

かつた者」という。)及び第14条第2項に規定す

る者については、この限りでない。

2~9 略

出する義務がある者から1月1日現在において給

与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中

において給与所得以外の所得又は公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかつた者(公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額(政令第48条の9の7に規定するもの

を除く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命

保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除

額、'・配偶者特別控除額炉笊昇税法第2条第1項第

33号の4に規定する源泉控除対象配偶者に係るも

のを除く。)若しくは法第314条の2第4項に規

(固定資産税の納税義務者等)

第託条略

2~3 略

4 固定資産の所有者の所在が震災、風水害、火災

その他の理由により不明である場合には、その

使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に

登録し、その者に固定資産税を課することができ

る。

定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損

控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条

第8項に規定する純損失の金額の控除、同条第9

項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除

若しくは第23条の8の規定により控除すべき金額

(以下この条において「寄附金税額控除額」とい

う。)の控除を受けようとするものを除く。以下

この条において「給与所得等以外の所得を有しな

かつた者」という。)及び第14条第2項に規定す

る者については、この限りでない。

2~9 略

には、その使用者を

(固定資産税の納税義務者等)

第詑条略

2~3 略

4 固定資産の所有者の所在が震災、風水害、火災

その他の理由により・不明である場合には、その

使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に

登録し、その者に固定資産税を課することができ

る。この場合において、市は、当該登録をしよう

とするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者

に通知しなけれぱならない。

法第343条第5項に規定する探索を行ってもな

お固定資産の所有者の存在が不明である場合(前

項に規定する場合を除く

所者とみなして、固定資産課税台帳に登録し

その者に固定資産税を課することができる。この

場厶において、市は、当該登録をしようとすると

きは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知し

なけれぱならない。

5
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5~6 略

7 家屋の附帯設備(家屋のうち附帯設備に属する

部分その他省令第!^で定めるものを含

む。)であつて、当該家屋の所有者以外の者がそ

の事業の用に供するため取り付けたものであり、

かつ、当該家屋に付合したことにより当該家屋の

所有者が所有することとなつたもの(以下この項

において「特定附帯設備」という。)について

は、当該取り付けた者の事業の用に供することか

できる資産である場合に限り、当該取.り付けた者

をもつて第1項の所有者とみなし、当該特定附帯

設備のうち家屋に属する部分は家屋以外の資産と

みなして固定資産税を課する。

6~7 略

8 家屋の附帯設備(家屋のうち附帯設備に属する

部分その他省令第10条の2の巧で定めるものを含

けdぎこ税の課税標準)

第64条略

2 前項の製造たばこ(加熱式たばこを除く。)の

本数は、紙巻たばこの本数によるものとし、次の

表の左欄に掲げる製造たばこの本数の算定につい

ては、同欄の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

定める重量をもつて紙巻たばこの1本に換算する

ものとする。

む。)であつて、当該家屋の所有者以外の者がそ

の事業の用に供するため取り付けたものであり、

かつ、当該家屋に付合したことにより当該家屋の

所有者が所有することとなつたもの(以下この項

において「特定附帯設備」という。)について

は、当該取り付けた者の事業の用に供することが

できる資産である場合に限り、当該取り付けた者

をもつて第1項の所有者とみなし、当該特定附帯

設備のうち家屋に属する部分は家屋以外の資産と

みなして固定資産税を課する。

けd弍こ税の課税標準)

第64条略

2 前項の製造たばこ仂a熱式たばこを除く。)の

本数は、紙巻たぱこの本数によるものとし、次の

表の左欄に掲げる製造たばこの本数の算定につい

ては、同欄の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

定める重量をもつて紙巻たぱこの1本に換算する

ものとする。ただし、 1本当たりの重量が0.フグ

略

第2項の表の左欄に掲げる製造たばこ

重量を紙巻たぱこの本数に換算する場合又は前

項第1号に掲げる方法により同号に規定する加

熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算す

る場合における計算は、売渡し等に係る製造た

ぱこの品目ごとの1個当たりの重量に当該製造

たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を第6

3条に掲げる製造たばこの区分ごとに合計し、そ

の合計重量を紙巻たぱこの本数に換算する方法

により行うものとする。

5~10 略

略

ラム未満の葉巻たばこの本数の定については

当該葉巻たばこの1本をもつて紙巻たばこの0,フ

に換するものとする

の

略

第2項の表の左欄に掲げる製造たばこ(同項

たたしに規定する葉巻たばこを除く。)

重量を紙巻たばこの本数に換算する場合又は前

項第1号に掲げる方法により同号に規定する加

熱式たばこの重量を紙巻たぱこの本数に換算す

る場合における計算は、売渡し等に係る製造た

ばこの品目ごとの1個当たりの重量に当該製造

たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を第6

3条に掲げる製造たばこの区分ごとに合計し、そ

の合計重量を紙巻たぱこの本数に換算する方法

により行うものとする。

5~10 略

略

15 ・

の

3
4

3
 
4



(特別土地保有税の納税義務者等)

第96条特別土地保有税は、土地又はその取得に対

し、当該土地の所有者又は取得者(以下この節に

おいて「土地の所有者等」という。)に課する。

2~5 略

6 第1墜第旦須の規定は、特別土地保有税につい

て準用する。この場合において、同項中「当該埋

立地等を使用する者」とあるのは「当該埋立地等

の使用の開始をもつて土地の取得と、当該埋立地

等を使用する者」と、「第・1項の所有者」とある

のは「第96条第1項の土地の所有者等」と、「同

条第リ頁」とあるのは「同法第23条第1項」と読

み替えるものとする。

(特別土地保有税の納税義務者等)

第96条特別土地保有税は、土地又はその取得に対

し、当該土地の所有者又は取得者(以下この節に

おいて「土地の所有者等」という。)に課する。

2~5 略

6 第32釜第乙項の規定は、特三1辻地保有税につい

て準用する。この場合において、同項中「当該埋

立地等を使用する者」とあるのは「当該埋立地等

の使用の開始をもつて土地の取得と、当該埋立地

等を使用する者」と、「第1項の所有者」とある

のは「第96条第1項の土地の所有者等」と、「同

条第リ動とあるのは「同法第23条第1項」と読

み替えるものとする。

附則

(特定一般用医薬品等購入費を支払つた場合の医療

費控除の特例)

第6条の2 平成30年度から王成34望度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の

4第3項の規定に該当する場合における第23条

の3の規定による控除の適用については、その

者の選択により、同条中「同条第1項」とある

のは「同条第1項(第2号を除く。)」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第4条

の4第3項の規定により読み替えて適用される

法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」とすることができる。

附則

(特定一般用医薬品等購入費を支払つた場合の医

療費控除の特例)

第6条の2 平成30年度から令和4年度までの各

第6条の3の2 平成22年度から平成45年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から平成33年までの各年である場合に限る。)

年度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の

4第3項の規定に該当する場合における第飴条

の3の規定による控除の適用については、その

者の選択により、同条中「同条第1項」とある

のは「同条第リ頁(第2号を除く。)」と、

「まで」とあるのは「まで並びに法附則第4条

の4第3項の規定により読み替えて適用される

法第314条の2第リ頁(第2号に係る部分に限

る。)」とすることができる。

において、前条第1項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項

の規定により読み替えて適用される場合を含

む。)に規定するところにより控除すべき額を、

第6条の3の2 平成22年度から令和巧年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(居住年が平成11年から平成18年まで.又は平成21

年から令和3年までの各年である場合に限る。)

において、前条第1項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項

の、規定により読み替えて適用される場合を含

む。)に規定するところにより控除すべき額を、

16 ・



当該納税義務者の第飴条の4及び第23条の7の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。

2 略

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税

の特伊D

第6条の4 昭和57年度から垂成33生度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第4項

に規定する場合において、第25条の2第1垣の規

定による申告害(その提出期限後において市民税

の納税通知書が送達される時までに提出されたも

の及びその時までに提出された第25条の3第1項

の確定申告書を含む。次項において同じ。)に肉

用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第1項に

規定する事業所得の明細に関する事項の記載があ

るとき(これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めると

きを含む。次項において同じ。)は、当該事業所

得に係る市民税の所得割の額を免除する。

2~3 略

当該納税義務者の第部条の4及び第飴条の7の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。

2略

17 ・

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税

の特例)

第6条の4 昭和57年度から令和6年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第4項

に規定する場合におい.て、第25条の2第1項の規

定による申告書(その提出期限後において市民税

の納税通知書が送達される時までに提出されたも

の及びその時までに提出された第25条の3第1項

の確定申告誉を含む。次項において同じ。)に肉

用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第1項に

規定する事業所得の明細に関す、る事項の記載があ

るとき(これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認めると

きを含む。次項において同じ。)は、当該事業所

得に係る市民税の所得割の額を免除する。

2~3 略

(読替規定)

第8条 去附則 15条から第15条の3の2までの

固定資産税に限り、第35条第8項中「又は第349

条の3の4から第349条の5まで」とあるのは、

「若しくは第349条の3の4から第349条の5まで又

は法附則 15条から巧条のの2まで

規定の適用がある各年度分の

第8条の2 法附則第15条第2項第1号に規定する

条例で定める割合は、 3分の1とする。

2 法附則第巧条第2項第5号に規定する条例で定

める割合は、 6分の5 とする。

3~7 略

8 法附則第15条第30項第1号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

9 法附則第巧条第30項第1号口に規定する設備に

J とする。

(読替規定)

第8条法・則第15条から巧条の3の2まで

61条又は第62条の規定の適用がある各年度分の

固定資産税に限り、第35条第8項中「又は第349

条の3の4から第349条の5まで」とあるのは、

「若しくは第349条の3の4から第349条の5まで又

は附則巧条から第15条の3の2まで、第61条若

L二」^2条」とする。

第8条の2 法附則第巧条第2項第1号に規定する

条例で定める割合は、 3分の1 とする。

2 法附則第15条第2項第5号に規定する条例で定

める割合は、 6分の5 とする。

3~7 略

8 法附則第巧条第30項第1号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

9 法附則第巧条第30項第1号口に規定する設備に



ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

10 法附則第15条第30項第1号ハに規定する設備に

つぃて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

11 法附則第巧条第30項第1号二に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

12 法附則第巧条第30項第2号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、12分

の7とする。

13 法附則第巧条第30項第2号口に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、12分

の7とする。

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

10 法附則第巧条第30項第1号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

11 法附則第15条第30項第1号二に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 2分

の 1 とする。

12 法附則第15条第30項第2号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、柁分

の7とする。

13 法附則第15条第30項第2号口に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、12分

14 法附則第15条第30項第3号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

巧法附則第巧条第30項第3号口に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

16 法附則第巧条第30項第3号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

18 ・

17

の7とする。

14 法附則 15条 30項第2号ハに規定する設削こ

去附則第巧条第34項に規定る条 11で定める割

合は、 6分の5 とする。

18~20 略

ついて同号に規定する条例で定める割合は、12分

市の区域内の自然的及び社会的条件か

の7 とする。

15 法附則第15条第30項第3号イに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

16 法附則第巧条第30項第3号口に規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

17 法附則第巧条第30項第3号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する条例で定める割合は、 3分

の 1 とする。

削除

(土地に対して課する平成30年度から平成32年度ま

での各年度分の固定資産税の特例に関する用語の意

義)

第9条'略

(平成31年度又は平成詑年声における土地の価格の

特例)

第9条の2

18~20 略

21 法附則第62条に規定する条】で定める割ム

市の区域内の自然的及び社会的条件か

は、零とする。

(土地に対して課する平成30年度から令和2年度ま

での各年度分の固定資産税の特例に関する用語の意

義)

第9条略

(令和元年度又は令和2年声における土地の価格の

特例)

第9条の2



らみて類似の利用価値を有すると認められる地域

において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正

前の価格(法附則第17条の2第1項に規定する修

正前の価格をいう。)を当該年度分の固定資産税

の課税標準とすることが固定資産税の課税上著し

く均衡を失すると認める場合における当該土地に

対して課する固定資産税の課税標準は、第35条の

規定にかかわらず、

分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格(法

附則第17条の2第リ頁に規定する修正価格をい

う。)で土地課税台帳等に登録されたものとす

る。

2

成31年度分又は平成32年度

法附則第17条の2第2項に規定する平成31年

度適用土地又は、,成31年庁類似適用土地であつ

らみて類似の利用価値を有すると認められる地域

において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正

前の価格 C去附則第17条の2第1項に規定する修

正前の価格をいう。)を当該年度分の固定資産税

の課税標準とすることが固定資産税の課税上著し

く均衡を失すると認める場合における当該土地に

て、乎成32年度分の固定資産税について前項の

規定の適用を受けないこととなるものに対して

課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第

35条の規定にかかわらず、修正された価格(法

附則第17条の2第2項に規定する修正された価

格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。

対して課する固定資産税の課税標準は、第35条の

規定にかかわらず、令和元年侍分又は令和2年度

分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格(法

附則第17条の2第1項に規定する修正価格をい

う。)で土地課税台帳等に登録されたものとす

る。

(宅地等に対して課する平成30年度から乎成旦旦生度

までの各年度分の固定資産税の特仰D

第10条宅地等に係る平成30年度から王成32年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標凖額に、当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第34

9条の3の2の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下この条において同じ。)に100分の5を

乗じて得た額を加算した額(当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3又は法

附則第15条から第巧条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和元年

声適用土地又は令和元年声類似適用土地であつ

て、令和2年度分の固定資産税について前項の

規定の適用を受けないこととなるものに対して

課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第

35条の規定にかかわらず、修正された価格 C去

附則第17条の2第2項に規定する修正された価

格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたも

のとする。

(宅地等に対して課する平成30年度から金和2生度

までの各年度分の固定資産税の特例)

第10条宅地等に係る平成30年度から金和2盆度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当該

宅地等が当該年度分の固定資産税について法第34

9条の3の2の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じで得た

額。以下この条において同じ。)に100分の5を

乗じて得た額を加算した額(当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の3又は

附則第巧条から第巧条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

19 、



とした場合における固定資産税額(以下「宅地等

調整固定資産税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成

30年度から妥成32年度までの各年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得

た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3又は法附則第15条から第巧

条の3までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額を超える場合には、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成

30年度から平成32年度までの各年度分の宅地等調

とした場合における固定資産税額(以下「宅地等

調整固定資産税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成

30年度から令和2年度までの各年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3又は法附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額に満たない場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0.7以下のものに係る平成30年度か

ら妥成32望度までの各年度分の固定資産税の額

は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第349条の3又は法附則第1

5条から第朽条の3までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得

た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3又は附則第巧条から第15

条の3までの規定の適用を受ける商業地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固

定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額を超える場合には、同項の規定

にかかわらず、当該固定資産税額とする。

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る平成

30年度から金和2生度までの各年度分の宅地等調

整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3又は附則第巧条から第15条の

3までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固

定資産税額に満たない場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0.7以下のものに係る平成30年度か

ら金和三生度までの各年度分の固定資産税の額

は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資

産税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の

固定資産税について法第349条の3又は附則第1

5条から第15条の3までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、前年度分の固定資産税の課

税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき額とした場合における固



定資産税額とする。

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負

担水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から

王成32望度までの各年度分の固定資産税の額

は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3又は法附則第巧条から第巧条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額とする。

定資産税額とする。

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負

担水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から

金扣2圧度までの各年度分の固定資産税の額

は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商

業地等が当該年度分の固定資産税について法第

349条の3又は附則第15条から第巧条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額とする。

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して

課する固定資産税の特例に関する経過措置)

第10条の10 地方税法等の一部を改正する法律

(平成30年法律第3号)附則第22条の規定に基

づき、平成30年度から聖成32年度までの各年度

分の固定資産税については、法附則第袷条の3

の規定を適用しないものとする。

・ 21

(農地に対して課する平成30年度から平成32年度ま

での各年度分の固定資産税の特例)

第11条農地に係る平成30年度から乎成筵隻度まで

の各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標凖額(当該農地が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は法附則第15条か

ら第15条の3までの規定の適用を受ける農地であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額

(以下「農地調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とす

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して

課する固定資産税の特例に関する経過措置)

第10条の10 地方税法等の一部を改正する法律

(平成30年法律第3号)附則第22条の規定に基

づき、平成30年度から金和2生度までの各年度

分の固定資産税については、法附則第18条の3

の規定を適用しないものとする。

(農地に対して課する平成30年度から金扣至生至度ま

での各年度分の固定資産税の特例)

第11条農地に係る平成30年度から令和2年度まで

の各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係る

当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当

該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額(当該農地が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3又は附則第15条か

ら第巧条の3までの規定の適用を受ける農地であ

るときは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額)に、当該農地の当該年度の

次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同

表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき額とした場合における固定資産税額

(以下「農地調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とす

ノ
一



る。

(特別土地保有税の課税の特例)

第13条附則第10条第1項から第5項までの規定の

適用がある宅地等(附則第9条第2号に掲げる宅

地等をいうものとし、法第349条の3、第349条の

3の2又は法附則第巧条から第15条の3までの規

定の適用がある宅地等を除く。)に対して課する

平成30年度から妥成32年度までの各年度分の特別

土地保有税については、第102条第1号中「当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」

とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第10条第1項から第5項までに規定する課税標

準となるべき額」とする。

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土

地の取得のうち平成18年1月1日から乎成33生旦

月31日までの問にされたものに対して課する特別

土地保有税については、第102条第2号中「不動

産取得税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「不動産取得税の課税標準となるべき価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないものとし

た場合における課税標準となるべき価格をい

う。)に2分の1 を乗じて得た額」とし、「政令

第弘条の開第1項に規定する価格」とあるのは

「政令第54条の謁第1項に規定する価格 C去附則

第11条の5第1項の規定の適用がないものと,した

場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて

得た額」とする。

3~5 略

略

る。

(特別土地保有税の課税の特例)

第13条附則第10条第1項から第5項までの規定の

適用がある宅地等(附則第9条第2号に掲げる宅

地等をいうものとし、法第349条の3、第349条の

3の2又は附則第15条から第巧条の3までの規

定の適用がある宅地等を除く。)に対して課する

平成30年度から令和2年度までの各年度分の特別

略

(軽自動車税の環境性能割の非課税)

第13条の2 法第451条第1項第1号(同条第4項にお

いて準用する場合を含む。)に掲げる三輪以上

の軽自動車(自家用のものに限る。以下この条

において同じ。)に対しては、当該三輪以上の

軽自動車の取得が令和元年10月1日から令和3年3

土地保有税については、第102条第1号中「当該

年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」

とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附

則第10条第1項から第5項までに規定する課税標

準となるべき額」とする。

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土

地の取得のうち平成18年1月1日から令和3年3

月31日までの問にされたものに対して課する特別

土地保有税については、第102条第2号中「不動

産取得税の課税標準となるべき価格」とあるのは

「不動産取得税の課税標準となるべき価格(法附

則第11条の5第1項の規定の適用がないものとし

た場合における課税標準となるべき価格をい

う。)に2分の1 を乗じて得た額」とし、「政令

第54条の謁第1項に規定する価格」とあるのは

「政令第54条の38第1項に規定する価格(法附則

第11条の5第1項の規定の適用がないものとした

場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて

得た額」とする。

3~5 略

(軽自動車税の環境性能割の非課税)

第13条の2 法第451条第11貢第1号(同条第4項にお

いて準用する場合を含む。)に掲げる三輪以上

の軽自動車(自家用のものに限る。以下この条

において同じ。)に対しては、当該三輪以上の

軽自動車の取得が令和元年10月1日から令和2年9

月31日までの問(附則第13条の6第3項において

「特定期間」という。)に行われたとき・に限

り、第脇条第1項の規定にかかわらず、軽自動車

、 22 、

月30日までの間姻す則第13条の6第3項において

「特定期問」という。)に行われたとき.に限

り、第53条第1項の規定にかかわらず、軽自動車



税の環境性能割を課さない。

(個人の市民税の税率の特例等)

第18条平成26年度から妥成3旦年度までの各年度分

の個人の市民税に限り、均等割の税率は、第20条

の規定にかかわらず、同条に規定する額に500円

を加算した額とする。

2 前項の規定の適用がある場合における第22条の

規定の適用については、「第20条の額」とあるの

は、「第20条の額に500円を加算した額」とす

る。

税の環境性能割を課さない。

長崎市税条例第2条による改正

(個人の市民税の税率の特例等)

第18条平成26年度から令和5年度までの各年度分

附則

(読替規定)

第8条法附則第15条から第巧条の3の2まで、第

Ξ!条区は第^の規定の適用がある各年度分の

固定資産税に限り、第35条第8項中「又は第349

条の3の4から第349条の5まで」とあるのは、

「若しくは第349条の3の4から第349条の5まで又

は附則第15条から第巧条の3の2まで、第'1耒若

レS墜第^」とする。

の個人の市民税に限り、均等割の税率は、第20条

の規定にかかわらず、同条に規定する額に500円

を加算した額とする。

2 前項の規定の適用がある場合における第22条の

規定の適用については、「第20条の額」とあるの

は、「第20条の額に500円を加算した額」とす

る。

現行

紘附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合)

第8条の2 略

2~20 略

21 法附則第62条に規定する条例で定める割合は、

附則

(読替規定)

第8条法附則第15条から第15条の3の2まで、第

63玉又!生第旦盛の規定の適用がある各年度分の

固定資産税に限り、第35条第8項中「又は第349

条の3の4から第349条の5まで」とあるのは、

「若しくは第349条の3の4から第349条の5まで又

は附則第15条から第15条の3の2まで、第63条萱

上S」生第^」とする。

零とする。

改正後(案)

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合)

第8条の2 略

2~20 略

21 法附則第旦4釜に規定する条例で定める割合は、

零とする。

に対応するための国税関係法律

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金'額控

除の特例)

第20条所得割の

ス感染症等の

の臨時特 11に関する法律(令和2年法律第25号

欠条において「新型コロナウイルス感,症特例

法」という。)第5条第4項に規定する指定行事の

・ 23 ・

義務者が、新型コロナウイル



中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じ

た当該指定一事の入場料金、参加料金その他の対

価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄

を同条第1項に規定する指定期問内にした場合に

は、当該納税義務者がその放棄をした日の属する

年中に法附則第60条 41貢1こ規定する市町村放棄

払戻三室求権相当額の法第314条の7第リ貢第3号に掲

げる寄附金を支したものとみなして、第23条の

長崎市税条例第3条による改正

8の規定を適用する。

(市民税の納税義務者等)

第13条略

2 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあり、かつ、政令第47条に規定する収

益事業

(新型コロナウイルス感,症等に係る主宅借入金等

特別税額控除の特】

第2!釜所得割の,税義務者が前年分の所得税につ

き新型コロナウイルス感染症特」法 6条 4項の

現行

規定の適用を受けた場厶における附則第6条の3の

2 リ頁の規定の適用については、伺項中「令和巧

の(当該社団又は財団で収益事業を廃止したも

年度」とあるのは

のを含む。第21条

「人格のない社団等」という。)又は法人課税

信託の引受けを行うものは、法人とみなして、

この節の規定中法人の市民税に関する規定を適

用する。

「令和16年声」とする

1項の表の

6去人の均等割の税率)

第21条第13条第1項第3号又は第4号の者に対

して課する均等割の税率は、次の表の左欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に

(市民税の納税義務者等)

第13条略

2 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあり、かつ、政令第47条に規定する収

を行うも

1号において

改正後(案)

益事業(以下この項及び第21条第1項の表の

1号において「収益事業」という。)を行うも

の(当該社団又は財団で収益事業を廃止したも

においてのを含む。同号

「人格のない社団等」という。)又は法人課税

信託の引受けを行うものは、法人とみなして、

この節の規定中法人の市民税に関する規定を適

用する。

(法人の均等割の税率)

第21条第13条第リ頁第3号又は第4号の者に対

して課する均等割の税率は、次の表の左欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に
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定める額とする。

m 次に掲げる法人

ア~工略

オ資本金等の額(法第292条

第」』亘^に規定する

資本金等の額をいう。以下こ

の表及び第3項において同

じ。)を有する法人(法人税

法別表第2に規定する独立行

政法人で収益事業を行わない

もの及び工に掲げる法人を除

<。以下この表及び第3項に

おいて同じ。)で資本金等の

額が1,000万円以下であるも

ののうち、市内に有する事務

所、事業所又は寮等の従業者

(俸給、給料若しくは賞与又

はこれらの性質を有する給与

の支給を受ける亡ととされる

役員を含む。)の数の合計数

U欠号から第9号までにおい

て「従業者数の合計数」とい

う。)力巧0人以下のもの

法人の区分

年額 5万円

額 175万円

税率

定める額とする。

m 次に掲げる法人

ア~工略

オ資本金等の額(法第毅墜

第」』豆^に規定する

資本金等の額をいう。以下こ

の表及び第3項において同

じ。)を有する法人(法人税

法別表第2に規定する独立行

政法人で収益事業を行わない

もの及び工に掲げる法人を除

<。以下この表及び第3項に

おいて同じ。)で資本金等の

額力η,000万円以下であるも

ののうち、市内に有する事務

所、'事業所又は寮等の従業者

(俸給、給料若しくは賞与又

はこれらの性質を有する給与

の支給を受けることとされる

役員を含む。)の数の合計数

C欠号から第9号までにおい

て「従業者数の合計数」とい

う。)が50人以下のもの

法人の区分

額 300万円

②

年額 5万円

税率

剛

略

④

略

⑤

略

⑥

略

m

略

⑧

略

⑨

略

額 12万円

略

2 前項に定める均等割の額は、当該均等割の額

に、法第312条第3項第1号の法人税額の課税標

額 13万円

額 15万円

準の算定期間、同1

額 16万円

の日から6月の期問一しくは同項 3号の連結

②

額卯万円

去人税額の課兇示準の算定期問又は同項 4号

③

略

額 41万円

の期問中において事務所、事業所又は寮等を有

していた月数を乗じて得た額を12で除して算定

④

略

額 175万円

⑤

略

額 300万円

2号の連結事年声開始

⑥

略

m

略

⑧

略

⑨

略

額 12万円

2 前項に定める均等割の額は、当該均等割の額

に、法第312条第3項第1号の法人税額の課税標

準の算定期問若しくは同項第2号の期間又は同

略

額 13万円

額 15万円

額 16万円

項 3号

額和万円

の期問中において事務所、事業所又は寮等を有

していた月数を乗じて得た額を12で除して算定

額 41万円
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するものとする。この場合における月数は、暦

に従って計算し、 1月に満たないときは1月と

し、 1月に満たない端数を生じたときは切り捨

てる。

3 略

第29条市民税を申告納付する義務がある法人

は、法第321条の8第1 項、第2項、第4項、第

19項、第22項及び第23項の規定による申告書

を、同条第1項、第2項、第4項、第19項及び

第23項の申告納付にあってはそれぞれこれらの

規定による納期限までに、同条第22項の申告納

付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその

申告に係る税金又は同条第リ動妻段及び第3項

の規定により提出があつたものとみなされ

る申告書に係る税金を納付害により納付しなけ

ればならない。

するものとする。この場合における月数は、暦

に従って計算し、 1月に満たないときは1月と

し、 1月に満たない端数を生じたときは切り捨

てる。

3

第64条略

2 前項の製造たぱこ(加熱式たばこを除く。)

の本数は、紙巻たばこの本数によるものとし、

次の表の左欄に掲げる製造たばこの本数の算定

については、同欄の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める重量をもつて紙巻たばこの1本

に換算するものとする。ただし、一本当たりの

重量が0.フグラム未満の葉巻たばこの本数の算定

略

第29条市民税を申告納付する義務がある法人

は、法第321条の8第 1 項、第2項、第31項、第

34項及び第35項

を、同条第1項、第2項、第31項及び 35項

の申告納付にあってはそれぞれこれらの

規定による納期限までに、同条第34項の申告納

付にあっては遅滞なく市長に提出し、及びその

申告に係る税金又は同条第1項後段及び第2項

後段の規定により提出があつたものとみなされ

る申告害に係る税金を納付害により納付しなけ

ればならない。

については、当該葉巻たばこの一本をもつて紙

巻たばこの0.7本に換算するものとする。

の規定による申告書

3~10 略

第64条略

2 前項の製造たばこ(加熱式たばこを除く。)

の本数は、紙巻たばこの本数によるものとし、

次の表の左欄に掲げる製造たばこの本数の算定

については、同欄の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める重量をもつて紙巻たぱこの1本

に換算するものとする。ただし、一本当たりの

重量力"グラム未満の葉巻たばこの本数の算定

略

については、当該葉巻たばこの一本をもつて紙

巻たばこの1本に換算するものとする。

3~10 略

略
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長崎市都市計画税条例第4条による改正

附則

4 宅地等に係る平成30年度から令和2年度までの

各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価格(当該宅地

等が当該年度分の都市計画税について法第702条

の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

同じ。)に100分の5を乗じて得た額を加算した

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3 (第18項を除く。)又は法附則

第15条から第巧条の3までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額(以下「宅地等調整

都市計画税額」という。)を超える場合には、当

該宅地等調整都市計画税額とする。

現1子

附則

4 宅地等に係る平成30年度から令和2年度までの

各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該

年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税

の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価格(当該宅地

等が当該年度分の都市計画税について法第702条

の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、

当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下

同じ。)に100分の5を乗じて得た額を加算した

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税にづい

て法第349条の3 (第18項を除く。)又は附則

第巧条から第朽条の3までの規定の適用を受ける

宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額(以下「宅地等調整

都市計画税額」という。)を超える場合には、当

該宅地等調整都市計画税額とする。

改正後(案)

5 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成

30年度から令和2年度までの各年度分の宅地等調

整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得

た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は法

附則第巧条から第15条の3までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額を超える場

合には、前項の規定にかかわらず、当該都市計画

税額とする。

ノ

5 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る平成

30年度から令和2年度までの各年度分の宅地等調

整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得

た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額を超える場

合には、前項の規定にかかわらず、当該都市計画

税額とする。
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6 附則第4項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成30年度から令和2年度までの各年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅.地等調整都市計画

税額が、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて

得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は法

附則第15条から第巧条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない場合

には、附則第4項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。

6 附則第4項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成30年度から令和2年度までの各年度分の宅地

等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画

税額が、.当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて

得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の3 (第18項を除く。)又は

附則第巧条から第15条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない場合

には、附則第4項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。

7 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0_7以下のものに係る平成30年度か

ら令和2年度までの各年度分の都市計画税の額

は、附則第4項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3 (第18項

を除く。)又は法附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。
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8 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から令

和2年度までの各年度分の都市計画税の額は、附

則第4項の規定にかかわらず、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3

(第18項を除く。)又は附則第15条から第巧条

の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

7 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.6以上0.7以下のものに係る平成30年度か

ら令和2年度までの各年度分の都市計画税の額

は、附則第4項の規定にかかわらず、当該商業地

等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3 (第18項

を除く。)又は附則第15条から第15条の3 まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当

該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

8 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担

水準が0.7を超えるものに係る平成30年度から令

和2年度までの各年度分の都市計画税の額は、'附

則第4項の規定にかかわらず、当該商業地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3

(第18項を除く。')又は法附則第巧条から第15条

の3までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、'当該額にこれらの規定に定める率を乗じて



得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

9 農地に係る平成30年度から令和2年度までの各

年度分の都市計画税の額は、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年

度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3 (第18項を除く。)又は

塗附則第巧条から第15条の3までの規定の適用を

受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)に、当該農

地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の

区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗

じて得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額(以下「農地調整都市計画税額」と

いう。)を超える場合には、当該農地調整都市計

画税額とする。

得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市

計.画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額とする。

9 農地に係る平成30年度から令和2年度までの各

年度分の都市計画税の額は、当該農地に係る当該

年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年

度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の

課税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3 (第18項を除く。)又は

_附則第15条から第15条の3までの規定の適用を

受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額)に、当該農

地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の

区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗

じて得た額を当該農地に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額(以下「農地調整都市計画税額」と

いう。)を超える場合には、当該農地調整都市計

画税額とする。

去附則 15条から巧条の3まで若しくは 61

13 法附則第15条第リ頁、第13項、第18項から第22

項まで、第24項、第25項、第29項、第37項から第

39項まで、第42項から第"項まで、第15条の2第

2項又は 15条の3

略

各年度分の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

去、則第15条から第15条の3 まで

」とする。

の規定の適用がある

釜」とする。

、 29 、

13 法附則第15条第リ頁、第13項、第18項から第22

項まで、第24項、第25項、第29項、第37項から第

39項まで、第42項から第44項まで、第巧条の2第

2項

略

各年度分の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

15条の3又は 61条の規定の適用がある



長崎市都市計画税条例第5条による改正

附則

13 法附則第15条第1項、第13項、第18項から第22

項まで、第24項、第25項、第29項、第37項から第

39項まで、第42項から第44項まで、第15条の2第

2項、第巧条の3又は第61条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

法附則第15条から第15条の3まで若しくは第61

条」とする。

現イ子

長崎市税条例及び長崎市都市計画税条例の一部を改正する条例
(R元年6月改正)

附則

13 法附則第15条第1項、第13項、第18項から第22

項まで、第24項、第25項、第29項、第37項から第

39項まで、第42項から第44項まで、第巧条の2第

2項、第巧条の3又は第腿条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第2条第2項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

法附則第15条から第巧条の3まで若しくは第腿

条」とする。

第3条

第14条

改正後(案)

長崎市税条例の一部を次のように改正する。

単身児童扶養者」に改める。

第1 項第2号中「又は夫」を「

附則

(施行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。

m~②略

矧第3条中長崎市税条例第14条の改正規定及び

現1〒

夫又は

附則第5項の規定令和3年1月1日

叫)第"3条揃号に掲げる改正規定を除く。 )及

第3条

削除

び附則第9項の規定令和3年4月1日

長崎市税条例の一部を次のように改正する。

附則第1項第3号に掲げる規定による改正後の長

崎市税条例第14条第1項(第2号に係る部分に限

第6条による改正

改正後(案)

る。)の規定は、令和3年度以後の年度分の個人の

附則

(施行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。

川~②略

③削除

市民税について適用し、令和2年度分までの個人の

市民税については、なお従前の例による。

及(4)第3条

び附則第9項の規定令和3年4月1日

削除

、

・ 30 ・

旦旦



、

長崎市税条例の一部を改正する条例(H27年度改正)

附則

15 略

Ⅱ)~②略

(3)平成30年4月旧から壬成3]盆^旦まで

1,000本につき4,000円

16~22 略

23 平成31年10月1日前に地方税法第4価条第1項に

現1テ

規定する売渡し又は同条第2項1こ規定する売渡し

若しくは消費等が行われた紙巻たばこ3級品を同

日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売

販売業者がある場合において、これらの者が所得

税法等改正法附則第52条第12頂の規定により製造

たばこの製造者として当該紙巻たばこ3級品を同

日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出し

たものとみなして同項の規定によりたばこ税を課

されることとなるときは、これらの者が卸売販売

業者等として当該紙巻たばこ3級品にれらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ3

級品を直接管理する営業所において所持されるも

のに限る。)を同日に小売販売業者に売り渡した

ものとみなして、市たぱこ税を課する。この場合

における市たぱこ税の課税標準は、当該売り渡し

たものとみなされる紙巻たばこ3級品の本数と

し、当該市たばこ税の税率は、 1,000本につき1,2

62円とする。

24 略

、

附則

巧略

m~②略

侍)平成30年4月1日から令和元年9月30日まで

改正後(案)

1,000本につき4,000円

16~22 略

23 令和元年10月1日前に地方税法第4飾条第1項に

規定する売渡し又は同条第2項に規定する売渡し

若しくは消費等が行われた紙巻たばこ3級品を同

日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売

販売業者がある場合において、これらの者が所得

税法等改正法附則第52条第12項の規定により製造

たぱこの製造者として当該紙巻たばこ3級品を同

日にこれらの者の製造たぱこの製造場から移出し

たものとみなして同項の規定によりたばこ税を課

されることとなるときは、これらの者が卸売販売

業者等として当該紙巻たばこ3級品にれらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ3

級品を直接管理する営業所において所持されるも

のに限る。)を同日に小売販売業者に売り渡した

ものとみなして、市たばこ税を課する。この場合

における市たぱこ税の課税標準は、,当該売り渡し

たものとみなされる紙巻たばこ3級品の本数と

じ、当該市たばこ税の税率は、 1,000本につき1,2

62円とする。

24 略

附則第17

項

月1」項

附則第20条第

4項

附則第18

項

平成28年5月

2日

附則第船項

附則第20条第14

項において準用

する同条第4項

平成28年9月

30日

王成釘^

王成聖盆^

附則第17

項

月1」工頁

附則第20条

第4項

附則第18

項

平成28年5月

2日

附則第23項

附則第20条第14

項において準用

する同条第4項

平成28年9月

30日

・31・

金扣元^
日

金和2^迅
日

旦

旦



長崎市税条例及び長崎市都市計画税条例の一部を改正する条例(H29年度改正)

附則

3 附則第1項第1号に掲げる規定による改正後の長

崎市税条例の規定中個人の市民税に関する部分

は、妥成旦!年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成30年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

現1テ

ノ

長崎市税条例等の一部を改正する条例(H30年度改正)

附則

(施行期日)

1略

ω~③略

④第2条中第64条第3項の改正規定

附則

3 附則第1項第1号に掲げる規定による改正後の長

崎市税条例の規定中個人の市民税に関する部分

は、金和元圧度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成30年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

改正後(案)

現1テ

月1日

佑)第3条及び附則第14項から第16項までの規定

平成32年10月1日

佑)第1条中第14条第1項第2号の改正規定、同条第

2項の改正規定【第2号に掲げる改正規定を除く。)

並びに第23条の3及び第23条の7の改正規定並びに

附則第5条第1項の改正規定並びに附則第3項の規

定平成33年1月1日

【刀第4条及び附則第17項から第19項までの規定

乎成鎚^

侶)第5条の規定平成34年10月1日

附則

(施行期日)

1略

m~③略

④第2条中第64条第3項の改正規定

月1日

平成31年10

⑨~Ⅱの略

改正後(案)

(市民税に関する経過措置)

?前項第2号に掲げる規定による改正後の長崎市税

条例の規定中個人の市民税に関する部分は、平成

旦1生度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、平成30年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。

伍)第3条及び附則第14項から第16項までの規定

令和2年10月1日

【6)第1条中第14条第1項第2号の改正規定、同条第

2項の改正規定陳2号に掲げる改正規定を除く。)

並びに第23条の3及び第23条の7の改正規定並びに

附則第5条第1項の改正規定並びに附則第3項の規

定令和3年1月1日

q)第4条及び附則第17項から第19項までの規定

令和3年10月1日

令和元年10

⑧第5条の規定

(9)~{1の、略

(市民税に関する経過措置)

2 前項第2号に掲げる規定による改・正後の長崎市税

条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和

元生度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、平成30年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。

令和4年10月1日

32,



.

3 附則第1項第6号に掲げる規定による改正後の長

崎市税条例の規定中個人の市民税に関する部分

は、乎成33生度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成詑年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

ぽ持品課税に係る市たばこ税)

巧靈成32生^旦前に売渡し等が行われた製造

たばこを同日に販売のため所持する卸売販売業者

等又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等改正法附則第51条第9項の規定

により製造たばこの製造者として当該製造たばこ

を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりたぱこ税

を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該製造たばこにれらの者か

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該製造たぱこを

直接管理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなして、市たばこ税を課する。この場合におけ

る市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したもの

とみなされる製造たばこの本数とし、当該市たば

こ税の税率は、 1,000本につき430円とする。

3 附則第1項第6号に掲げる規定による改正後の長

崎市税条例の規定中個人の市民税に関する部分

は、金和室盆度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、令和2年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

{手持品課税に係る市たばこ税}

15 令和2年10月1日前に売渡し等が行われた製造

たばこを同日に販売のため所持する卸売販売業者

等又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等改正法附則第51条第9項の規定

により製造たばこの製造者として当該製造たばこ

を同日にこれらの者の製造たぱこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりたばこ税

を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該製造たばこにれらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを

直接管理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなして、市たばこ税を課する。この場合におけ

る市たぱこ税の課税標準は、当該売り渡したもの

とみなされる製造たばこの本数とし、当該市たば

こ税の税率は、 1,000本につき430円とする。

16 前項の規定により市たばこ税を課する場合に

は、同項に規定するもののほか、第3条の規定に

よる改正後の長崎市税条例【以下この項において

「"成3?年新市税条 1」という。}第66条の2の規

定を適用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる"成32年新市税条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

18 壬成鎚生皿且L旦前に売渡し等が行われた製造

たぱこを同日に販売のため所持する卸売販売業者

等又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等改正法附則第51条第11項の規定

により製造たばこの製造者として当該製造たぱこ

16 前項の規定により市たばこ税を課する場合に

は、同項に規定するもののほか、第3条の規定に

よる改正後の長崎市税条例{以下二の項において

「令和2年新市税条例」という。)第66条の2の規

略

定を適用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる令和2年新市税条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

18 令和3年10月1日前に売渡し等が行われた製造

たばこを同日に販売のため所持する卸売販売業者

等又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等改正法附則第51条第11項の規定

により製造たぱこの製造者として当該製造たばこ

33.

略



を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりたばこ税

を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該製造たばこにれらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを

直接管理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなして、市"たばこ税を課する。この場合におけ

る市たばこ税の課税標準は、'当該売り渡したもの

とみなされる製造たぱこの本数とし、当該市たば

こ税の税率は、 1,000本につき430円とする。

を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりたばこ税

を課されることとなるときは、これらの者が卸売

販売業者等として当該製造だばこにれらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを

直接管理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡したものと

みなし.て、市たばこ税を課する。この場合におけ

る市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したもの

とみなされる製造たばこの本数とし、当該市たば

こ税の税率は、 1,000本につき430円とする。

19 前項の規定により市たばこ税を課する場合に

は、同項に規定するもののほか、第4条の規定に

よる改正後の長崎市税条伊11以下この項において

「、,成33年新市税条例」という。)第66条の2の規

定を適用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる平成33年新市税条 1の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

゛

19 前項の規定により市たぱこ税を課する場合に

は、同項に規定するもののほか、第4条の規定に

長崎市税条例及び長崎市都市計画税条例の一部を改正する条例(H31.3.29専決処分)

略

よる改正後の長崎市税条伊Ⅱ以下この項において

「令和3年新市兇条 1」という。}第66条の2の規

附則

(施行期日)

1 この条例は、平成31年4月1日から施行す

る。ただし、第1条中長崎市税条例第23条の8

の改正規定並びに同条例附則第7条第1項から第

3項まで及び第7条の2の改正規定並びに附則第

3項から第5項までの規定は、平成31年6月1日

・ 34 ・

定を適用する。この場合において、次の表の左欄

に掲げる令和3年新市税条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。

現1〒

から施行する。

(市民税に関する経過措置)

略

附則

(施行期日)

1 この条例は、平成31年4月1日から施行す

る。ただし、第1条中長崎市税条例第23条の8

の改正規定並びに同条例附則第7条第1項から第

3項まで及び第7条の2の改正規定並びに附則第

3項から第5項までの規定は、令和元年6月1日

改正後(案)

から施行する。

(市民税に関する経過措置)



、

゛

2 別段の定めがあるものを除き、第1条の規定に

よる改正後の長崎市税条例(以下「新市税条例」

という。)の規定中個人の市民税に関する部分

は、壬成旦!隻度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成30年度分までの個人の市民税

については、なお従前の例による。

3 新市税条例第23条の8及び附則第7条の2の規定

は、王成旦豊望度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、平成31年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

4 新市税条例第23条の8第1項及び附則第7条の

2の規定の適用については、平成32年度分の個人

2 別段の定めがあるものを除き、第1条の規定に

よる改正後の長崎市税条例(以下畔行市税条例」

という。)の規定中個人の市民税に関する部分

は、令和元年度以後の年度分の個人の市民税につ

の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新市税条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

いて適用し、平成30年度分までの個人の市民税

については、なお従前の例による。

第、23条の 8 第

1 1頁

3 新市税条例第23条の8及び附則第7条の2の規定

は、令和2年度以後の年度分の個人の市民税につ

特例控除対象

寄附金

いて敵用し、金和五生度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。

附則第7条の

2

4 新市税条例第23条の8第1項及び附則第7条の

2の規定の適用については、金扣2^分の個人

の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新市税条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。

特例控除対数

寄附金又は同

条第1項第1

号に掲げる寄

附金(妥成』1
年6月1日前

特例控除対象

寄附金

第23条の8第

1項

に支出したも

のに限る。)

特例控除対象

寄附金又は法

第 314 条の7

第 1 項第 1 号

に掲げる寄附

金(乎成窒1盆
6月1日前に

特例控除対象

寄附金

(固定資産税に関する経過措置)

6 新市税条例の規定中固定資産税に関する部分

は、王成田生度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、平成30年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。

送付

附則第7条の

2

特例控除対象

寄附金又は同

条第 1 項第 1

号に掲げる寄

附金(令和元

年6月1日前

支出したもの

に限る。)

略

特例控除対象

寄附金

に支出したも

のに限る。)

特例控除対象

寄附金又は法

第 314 条の7

第 1 項第 1 号

に掲げる寄附

金(金和元生

6月1日前に

(固定資産税に関する経過措置)

6 新市税条例の規定中固定資産税に関する部分

は、令和元年度以後の年度分の固定資産税につい

送付

て適用し、平成30年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。

略
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支出したもの

に限る。)



(軽自動車税に関する経過措置)

7 新市税条例の規定中軽自動車税に関する部分

は、平成31年度分の軽自動車税について適用レ、

平成30年度分までの軽自動車税については、な

お従前の例による。

(都市計画税に関する経過措置)

8 第2条の規定による改正後の長崎市都市計画税

条例の規定は、平成31年度以後の年度分の都市計

画税について適用し、平成30年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。

(軽自動車税に関する経過措置)

7 新市税条例の規定中軽自動車税に関する部分

は、金茎Π丞盆度分の軽自動車税について適用し、

平成30年度分までの軽自動車税については、な

お従前の例による。

(都市計画税に関する経過措置)

8 第2条の規定による改正後の長崎市都市計画税

条例の規定は、令和元年度以後の年度分の都市計

画税について適用し、平成30年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。

、
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